
○山梨県警察の公印に関する訓令 

昭和38年５月14日 

本部訓令第14号 

改正 平成６年10月本部訓令第19号 

平成16年３月本部訓令第６号 

平成25年４月本部訓令第７号 

平成31年３月本部訓令第８号 

令和６年10月本部訓令第18号 

（目的） 

第１条 この規程は、山梨県警察における公印の制式および使用保管に関し、必要な事項

を定めることを目的とする。 

（制式） 

第２条 公印の制式は別表のとおりとする。 

２ 公印の印材は、押出しスタンプを除き木印とする。 

（登録） 

第３条 公印は全て公印台帳（第１号様式）に、その印影を登録しなければならない。 

２ 前項の台帳は、総務課において保管するものとする。 

（保管責任者） 

第４条 公印の保管責任者は、本部長の職印及び本部の庁印については総務課長、その他

の公印は各当該所属長（押出しスタンプについては警務課長）とする。ただし、次の各

号に掲げる公印の保管責任者は、当該各号に定める職にある者とする。 

(1) 交通反則用の本部長印 交通指導課長 

(2) 運転免許用の本部長印 運転免許課長 

(3) 仮運転免許用の丸型・本部長印 運転免許課長 

(4) 聴聞通知書及び意見の聴取通知書用の本部長印 運転免許課長 

２ 保管責任者は、公印の保管についてその責を負うものとする。 

３ 所属長は、庁印の保管取扱いを次席、副所長、副隊長、副校長、副署長又は次長に命

ずることができる。 

（保管方法） 

第５条 公印は印箱に納め、使用しないときは施錠のある個所に保管しなければならない。 



（使用） 

第６条 職印又は庁印を使用しようとするときは、保管責任者に決裁済の原議又は公印使

用の必要を証明する書類を提示して保管責任者又はその指示を受けた者から押印を受

けるものとする。 

２ 公印の押印には、朱肉を用いるものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、辞令書、発令通知書、行政処分通知書、聴聞通知書、意

見の聴取通知書等、定例又は軽易な文書で同一内容のものを多数作成する場合で、押印

の必要のあるものについては、保管責任者の承認を受けて、公印の印影を印刷し押印に

代えることができる。 

（電子公印） 

第７条 電子計算機を使用して公文書を作成する場合においては、公印の印影を電磁的記

録媒体（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって電子計算機による情報処理の用に供されるものに係る記録

媒体をいう。）に記録したもの（以下「電子公印」という。）を使用することにより、

公印の使用に代えることができる。 

２ 保管責任者は、電子公印を使用する必要があると認めるときは、あらかじめ電子公印

使用申請書（第２号様式）により本部長に申請するものとする。 

３ 電子公印の管理に当たっては、印影の改ざん、流出、不正使用その他の事故を防止す

るために必要な措置を講じなければならない。 

４ 保管責任者は、電子公印の使用を廃止するとき、又は当該電子公印に係る公印が改刻

若しくは廃止されるときは、速やかに当該電子公印に係る印影を記録した電磁的記録媒

体から当該印影を復元できない方法により消去するとともに、電子公印使用廃止報告書

（第３号様式）により本部長に報告しなければならない。 

（新調、改刻又は廃止） 

第８条 保管責任者は、公印を新調、改刻又は廃止しようとするときは、公印新調・改刻・

廃棄申請書（第４号様式）により本部長に申請するものとする。 

２ 前項の場合において、保管責任者は、新たに公印を受領したときは、公印受領書（第

５号様式）を総務課長に提出しなければならない。 

（廃棄） 

第９条 本部長は、改刻、廃止等により使用しなくなった公印については登録を取り消す



とともに、公印台帳に必要な事項を記入の上、庁印は廃棄処分し、職印については総務

課において当分の間保管するものとする。 

（その他） 

第10条 公印が、盗難、紛失、き損したときは、ただちにその旨を本部長に報告しなけれ

ばならない。 

附 則 

１ この規程は、昭和38年５月14日から施行する。 

２ この規程施行の際、現に使用中の公印はこの規程により作成したものとみなし当分の

間使用することができる。 

３ 山梨県警察本部処務規程（昭和30年山梨県警察本部訓令第20号）の一部を次のように

改める。 

〔次のよう略〕 

附 則（平成６年10月14日本部訓令第19号） 

この訓令は、平成６年11月１日から施行する。 

附 則（平成16年３月15日本部訓令第６号） 

この訓令は、平成16年３月19日から施行する。 

附 則（平成25年４月１日本部訓令第７号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成31年３月25日本部訓令第８号） 

この訓令は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年10月15日本部訓令第18号） 

この訓令は、令和６年10月21日から施行する。 

 

様式及び別表略 


